
１　概要

　平成19年商業統計調査による６月１日現在の岡山市の商業事業所数は8,358店，従業者数は70,045人，
年間商品販売額は283,941,775万円となっている。
　これを前回（平成14年調査）の結果と比べると，商業事業所数で944店（10.1％）減，従業者数では
4,242人（5.7％）減，年間商品販売額で31,854,040万円（10.1％）減となった。

調査結果の概要
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２　卸売業

（１）　産業分類(中分類)別概要

産業分類（中分類）別商業事業所数（卸売業） （単位 ％）
平成19年 平成14年

構成比 構成比 増加率
49～54　卸売業 2 390 100.0 2 660 100.0 △ 10.2

49 各種商品卸売業  9 0.4 5 0.2 80.0
50 繊維・衣服等卸売業  133 5.6 181 6.8 △ 26.5
51 飲食料品卸売業  456 19.1 493 18.5 △ 7.5
52 建築材料,鉱物・金属材料等卸売業  534 22.3 562 21.1 △ 5.0
53 機械器具卸売業  706 29.5 791 29.7 △ 10.7
54 その他の卸売業  552 23.1 628 23.6 △ 12.1

産業分類（中分類）別従業者数（卸売業） （単位 人，％）
平成19年 平成14年

構成比 構成比 増加率
49～54　卸売業 26 054 100.0 29 229 100.0 △ 10.9

49 各種商品卸売業  79 0.3  45 0.2 75.6
50 繊維・衣服等卸売業 1 822 7.0 2 151 7.4 △ 15.3
51 飲食料品卸売業 5 396 20.7 6 412 21.9 △ 15.8
52 建築材料,鉱物・金属材料等卸売業 5 058 19.4 5 172 17.7 △ 2.2
53 機械器具卸売業 7 591 29.1 8 316 28.5 △ 8.7
54 その他の卸売業 6 108 23.4 7 133 24.4 △ 14.4

産業分類（中分類）別年間商品販売額（卸売業） （単位 万円，％）
平成19年 平成14年

構成比 構成比 増加率
49～54　卸売業 197 949 071 100.0 233 969 145 100.0 △ 15.4

49 各種商品卸売業 1 128 513 0.6 188 455 0.1 498.8
50 繊維・衣服等卸売業 8 880 621 4.5 10 892 628 4.7 △ 18.5
51 飲食料品卸売業 53 026 723 26.8 70 411 577 30.1 △ 24.7
52 建築材料,鉱物・金属材料等卸売業 41 737 202 21.1 41 794 486 17.9 △ 0.1
53 機械器具卸売業 49 013 509 24.8 63 277 537 27.0 △ 22.5
54 その他の卸売業 44 162 503 22.3 47 404 462 20.3 △ 6.8

 　次に従業者を産業分類(中分類)別にみると，「各種商品卸売業」を除く5業種で減少している。特に，「飲食
料品卸売業（減少率15.8％），「繊維・衣服等卸売業」（同15.3％），「その他の卸売業」（同14.４％）が大きく減
少した。
　産業分類(中分類)別の構成比は，「機械器具卸売業」が29.1％で最も高く，次いで「その他の卸売業」
23.4％，「飲食料品卸売業」20.7％と続いている。

　年間商品販売額を産業分類(中分類)別にみると，「各種商品卸売業」を除く5業種で減少している。特に，
「飲食料品卸売業（減少率24.7％），「機械器具卸売業」（同22.5％），「繊維・衣服等卸売業」（同18.5％）が
大きく減少した。

産業分類（中分類）

　商業事業所数を産業分類(中分類)別にみると,「繊維・衣服等卸売業」（減少率26.5％），「その他の卸売業」
（同12.1％）等5業種で減少し,唯一「各種商品卸売業」が前回より増加している。
　産業分類(中分類)別の構成比は，「機械器具卸売業」が29.5％で最も高く，次いで「その他の卸売業」が
23.1％,「建築材料，鉱物・金属材料等卸売業」が22.3％となっている。

　産業分類(中分類)別の構成比は，「飲食料品卸売業」の26.8％が最も高く，続いて「機械器具卸売業」
24.8％，「その他の卸売業」22.3％となっている。

産業分類（中分類）

産業分類（中分類）

- 3 -



（２）従業者規模別概要

従業者規模別商業事業所数（卸売業） （単位 ％）
平成19年 平成14年

構成比 構成比 増加率
 2 390 100.0 2 660 100.0 △ 10.2
  402 16.8  454 17.1 △ 11.5
  547 22.9  602 22.6 △ 9.1
  696 29.1  779 29.3 △ 10.7
  450 18.8  498 18.7 △ 9.6
  135 5.6  138 5.2 △ 2.2
  88 3.7  110 4.1 △ 20.0
  55 2.3  58 2.2 △ 5.2
  17 0.7  21 0.8 △ 19.0

　従業者数を従業者規模別にみると，すべての規模の事業所で減少している｡

従業者規模別従業者数（卸売業） （単位 人，％）
平成19年 平成14年

構成比 構成比 増加率
 26 054 100.0 29 229 100.0 △ 10.9

  684 2.6  780 2.7 △ 12.3
 1 906 7.3 2 079 7.1 △ 8.3
 4 604 17.7 5 076 17.4 △ 9.3
 6 014 23.1 6 784 23.2 △ 11.4
 3 249 12.5 3 319 11.4 △ 2.1
 3 304 12.7 4 107 14.1 △ 19.6
 3 698 14.2 3 846 13.2 △ 3.8
 2 595 10.0 3 238 11.1 △ 19.9

　従業者規模別の構成比では「10～19人」が25.2％と，全体の約４分の１を占めている。

従業者規模別年間商品販売額（卸売業） （単位 万円，％）
平成19年 平成14年

構成比 構成比 増加率
197 949 071 100.0 233 969 145 100.0 △ 15.4

5 068 416 2.6 5 415 133 2.3 △ 6.4
13 717 986 6.9 22 858 730 9.8 △ 40.0
36 694 340 18.5 34 812 038 14.9 5.4
49 839 269 25.2 62 206 490 26.6 △ 19.9
25 888 259 13.1 24 706 294 10.6 4.8
20 806 774 10.5 26 218 023 11.2 △ 20.6
24 535 499 12.4 22 488 794 9.6 9.1
21 398 528 10.8 35 263 643 15.1 △ 39.3

 50 ～ 99
100人以上

　年間商品販売額を従業者規模別にみると，「３～４人」(減少率40.0％），「100人以上」(同39.3％）の
減少が大きい。増加しているのは「50～99人」(増加率9.1％),「５～９人」(同5.4％）等の３区分である｡

　従業者規模別の構成比では「10～19人」(23.1％）が最も割合が高く，次いで「５～９人」(17.7％），
「50～99人」（14.2％）となっている｡
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　商業事業所数を従業者規模別にみると,すべての規模の事業所で減少した。最も減少傾向にあった
のは，「30～49人」（減少率20.0％）であり，次いで「100人以上」（同19.0％），「２人以下」（同11.5％）と
なっている｡
　従業者規模別の構成比では「５～９人」が29.1％で最も高く，「３～４人」が22.9％，「10～19人」が
18.8％であった｡
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（３）本庁･支所別概要

　　　　　　本庁・支所別商業事業所数・従業者数及び年間商品販売額（卸売業） （単位 人，万円，％）
平成19年 平成14年

構成比 構成比 増加率
商業事業所数計  2 390 100.0 2 660 100.0 △ 10.2

本 庁  1 936 81.0 2 229 83.8 △ 13.1
西 大 寺   84 3.5  89 3.3 △ 5.6
一 宮   17 0.7  14 0.5 21.4
津 高   19 0.8  19 0.7 0.0
高 松   13 0.5  15 0.6 △ 13.3
吉 備   95 4.0  103 3.9 △ 7.8
妹 尾   32 1.3  30 1.1 6.7
福 田   26 1.1  21 0.8 23.8
上 道   22 0.9  27 1.0 △ 18.5
興 除   15 0.6  12 0.5 25.0
足 守   11 0.5  8 0.3 37.5
藤 田   60 2.5  57 2.1 5.3
児 島   10 0.4 - - -
御 津   13 0.5  10 0.4 30.0
灘 崎   16 0.7  5 0.2 220.0
建 部   9 0.4  7 0.3 28.6
瀬 戸   12 0.5  14 0.5 △ 14.3

 26 054 100.0 29 229 100.0 △ 10.9
本 庁  21 052 80.8 24 296 83.1 △ 13.4
西 大 寺   441 1.7  521 1.8 △ 15.4
一 宮   62 0.2  62 0.2 0.0
津 高   194 0.7  163 0.6 19.0
高 松   76 0.3  61 0.2 24.6
吉 備  1 508 5.8 1 761 6.0 △ 14.4
妹 尾   402 1.5  399 1.4 0.8
福 田   486 1.9  546 1.9 △ 11.0
上 道   273 1.0  293 1.0 △ 6.8
興 除   96 0.4  73 0.2 31.5
足 守   43 0.2  27 0.1 59.3
藤 田   898 3.4  837 2.9 7.3
児 島   173 0.7 - - -
御 津   104 0.4  50 0.2 108.0
灘 崎   132 0.5  39 0.1 238.5
建 部   35 0.1  23 0.1 52.2
瀬 戸   79 0.3  78 0.3 1.3

年間商品販売額計 197 949 071 100.0 233 969 145 100.0 △ 15.4
本 庁 160 941 386 81.3 200 677 082 85.8 △ 19.8
西 大 寺 1 992 362 1.0 2 053 523 0.9 △ 3.0
一 宮  213 336 0.1 199 302 0.1 7.0
津 高  615 127 0.3 449 286 0.2 36.9
高 松  276 650 0.1 405 619 0.2 △ 31.8
吉 備 12 195 057 6.2 12 402 131 5.3 △ 1.7
妹 尾 2 430 439 1.2 2 088 630 0.9 16.4
福 田 3 111 111 1.6 4 577 305 2.0 △ 32.0
上 道  872 000 0.4 605 004 0.3 44.1
興 除  255 922 0.1 175 663 0.1 45.7
足 守  191 170 0.1 131 616 0.1 45.2
藤 田 12 594 475 6.4 9 423 646 4.0 33.6
児 島 1 221 081 0.6 - - -
御 津  234 890 0.1 186 155 0.1 26.2
灘 崎  430 845 0.2 254 998 0.1 69.0
建 部  82 532 0.0 68 268 0.0 20.9
瀬 戸  290 688 0.1 270 917 0.1 7.3

従業者数計

本庁・支所

　本庁･支所別に卸売業をみると，前回の調査結果と同様に本庁の集中度が高く，構成比が商業事業所
数81.0％，従業者数80.8％，年間商品販売額81.3％と，全ての構成比で80％を超えている｡次いで吉備
支所が商業事業所数4.0％，従業者数5.8％，年間商品販売額6.2％となっている｡
　支所管内においては，事業所の増加率は灘崎支所が220.0％と高い伸びを示している。従業者数の増
加率は灘崎支所が238.5％，御津支所が108.0％と高く，また，年間商品販売額の増加率においても灘
崎支所が69.0％と高くなっている｡
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２　小売業

（１）　産業分類(中分類)別概要

産業分類（中分類）別商業事業所数（小売業） （単位 ％）
平成19年 平成14年

産業分類（中分類） 構成比 構成比 増加率
55～60　小売業 5 968 100.0 6 642 100.0 △ 10.1

55 各種商品小売業  22 0.4  28 0.4 △ 21.4
56 織物･衣服･身の回り品小売業  959 16.1 1 011 15.2 △ 5.1
57 飲食料品小売業 1 683 28.2 2 035 30.6 △ 17.3
58 自動車・自転車小売業  573 9.6  595 9.0 △ 3.7
59 家具・じゅう器・機械器具小売業  509 8.5  610 9.2 △ 16.6
60 その他の小売業 2 222 37.2 2 363 35.6 △ 6.0

産業分類（中分類）別従業者数（小売業） （単位 人，％）
平成19年 平成14年

産業分類（中分類） 構成比 構成比 増加率
55～60　小売業 43 991 100.0 45 058 100.0 △ 2.4

55 各種商品小売業 2 886 6.6 4 021 8.9 △ 28.2
56 織物･衣服･身の回り品小売業 4 063 9.2 4 267 9.5 △ 4.8
57 飲食料品小売業 16 353 37.2 15 838 35.2 3.3
58 自動車・自転車小売業 4 114 9.4 4 234 9.4 △ 2.8
59 家具・じゅう器・機械器具小売業 2 860 6.5 3 111 6.9 △ 8.1
60 その他の小売業 13 715 31.2 13 587 30.2 0.9

産業分類（中分類）別年間商品販売額（小売業） （単位 万円，％）
平成19年 平成14年

産業分類（中分類） 構成比 構成比 増加率
55～60　小売業 85 992 704 100.0 81 826 670 100.0 5.1

55 各種商品小売業 11 769 373 13.7 13 162 504 16.1 △ 10.6
56 織物･衣服･身の回り品小売業 6 927 539 8.1 6 813 965 8.3 1.7
57 飲食料品小売業 22 097 310 25.7 20 091 093 24.6 10.0
58 自動車・自転車小売業 12 415 016 14.4 13 140 184 16.1 △ 5.5
59 家具・じゅう器・機械器具小売業 7 106 982 8.3 7 385 390 9.0 △ 3.8
60 その他の小売業 25 676 484 29.9 21 233 534 25.9 20.9

　商業事業所数を産業分類(中分類)別にみると，全ての業種で減少している。特に,「各種商品小売業」（減少
率21.4％）をはじめ,「飲食料品小売業」（同17.3％），「家具・じゅう器・機械器具小売業」（同16.6％）が大きく減
少した。
　産業分類(中分類)別の構成比は，「その他の小売業」が37.2％で最も高く，次いで「飲食料品小売業」が
28.2％で，２業種合わせて全体の約３分の２を占めている。

　産業分類（中分類）別の構成比では，「飲食料品小売業」が37.2％で全体の約３分の１を占めており，次いで
「その他の小売業」が31.2％となっている｡

　従業者数を産業分類（中分類）別にみると，「各種商品小売業」(減少率28.2％）をはじめ４業種で減少してお
り，増加しているのは，「飲食料品小売業」(増加率3.3％）等２業種のみである。

　 年間商品販売額を産業分類（中分類）別にみると，「各種商品小売業」（減少率10.6％）をはじめ３業種で減
少しているが，「その他の小売業」（増加率20.9％），「飲食料品小売業」（同10.0％）等３業種で増加し，小売業
全体でも5.1％増加している。
　産業分類（中分類）別の構成比では，「その他の小売業」が29.9％で最も高く，次いで「飲食料品小売業」が
25.7％となっている。
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（２）　従業者規模別概要

従業者規模別商業事業所数（小売業） （単位 ％）
平成19年 平成14年

従業者規模 構成比 構成比 増加率
総       数  5 968 100.0 6 642 100.0 △ 10.1
 ２人以下  2 283 38.3 2 826 42.5 △ 19.2
  ３ ～  ４  1 349 22.6 1 513 22.8 △ 10.8
  ５ ～  ９  1 200 20.1 1 252 18.8 △ 4.2
 10 ～ 19   727 12.2  677 10.2 7.4
 20 ～ 29   195 3.3  181 2.7 7.7
 30 ～ 49   116 1.9  107 1.6 8.4
 50 ～ 99   74 1.2  56 0.8 32.1
100人以上   24 0.4  30 0.5 △ 20.0

従業者規模別従業者数（小売業） （単位 人，％）
平成19年 平成14年

従業者規模 構成比 構成比 増加率
総       数 43 991 100.0 45 058 100.0 △ 2.4
 ２人以下  3 613 8.2 4 502 10.0 △ 19.7
  ３ ～  ４  4 617 10.5 5 160 11.5 △ 10.5
  ５ ～  ９  7 774 17.7 8 082 17.9 △ 3.8
 10 ～ 19  9 638 21.9 9 047 20.1 6.5
 20 ～ 29  4 520 10.3 4 267 9.5 5.9
 30 ～ 49  4 311 9.8 4 138 9.2 4.2
 50 ～ 99  5 024 11.4 3 706 8.2 35.6
100人以上  4 494 10.2 6 156 13.7 △ 27.0

従業者規模別年間商品販売額（小売業） （単位 万円，％）
平成19年 平成14年

従業者規模 構成比 構成比 増加率
総       数 85 992 704 100.0 81 826 670 100.0 5.1
 ２人以下 3 616 672 4.2 4 624 712 5.7 △ 21.8
  ３ ～  ４ 7 223 117 8.4 7 593 735 9.3 △ 4.9
  ５ ～  ９ 15 248 182 17.7 14 119 622 17.3 8.0
 10 ～ 19 17 199 442 20.0 15 160 589 18.5 13.4
 20 ～ 29 7 946 105 9.2 8 331 365 10.2 △ 4.6
 30 ～ 49 9 206 248 10.7 7 984 186 9.8 15.3
 50 ～ 99 11 767 876 13.7 7 830 120 9.6 50.3
100人以上 13 785 062 16.0 16 182 341 19.8 △ 14.8

　商業事業所数を従業者規模別にみると，「50～99人」（増加率32.1％）を始め４区分において増加している。逆に，
最も減少率が高かったのは「100人以上」（減少率20.0％）の区分である。
　従業者規模別の構成比は，「２人以下」が38.3％で最も高く，次いで「３～４人」が22.6％となっており，この２区分で
全体の約６割を構成している。

　従業者数を従業者規模別にみると，「100人以上」（減少率27.0％），「２人以下」（同19.7％），「３～４人」（同
10.5％）で大きく減少している。

　年間商品販売額を従業者規模別にみると，「２人以下」（減少率21.8％），「100人以上」（減少率14.8％）が大きく減
少しているが，「50～99人」（増加率50.3％）を始め4区分においては増加している。
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（３）　本庁・支所別概要

　　本庁・支所別商業事業所数・従業者数及び年間商品販売額（小売業） （単位 人，万円，％）
平成19年 平成14年

構成比 構成比 増加率
商業事業所数計  5 968 100.0 6 642 100.0 △ 10.1

本 庁  4 049 67.8 4 518 68.0 △ 10.4
西 大 寺   485 8.1  560 8.4 △ 13.4
一 宮   104 1.7  108 1.6 △ 3.7
津 高   112 1.9  120 1.8 △ 6.7
高 松   117 2.0  132 2.0 △ 11.4
吉 備   147 2.5  149 2.2 △ 1.3
妹 尾   121 2.0  136 2.0 △ 11.0
福 田  62 1.0  66 1.0 △ 6.1
上 道   127 2.1  131 2.0 △ 3.1
興 除  68 1.1  71 1.1 △ 4.2
足 守  60 1.0  77 1.2 △ 22.1
藤 田  80 1.3  88 1.3 △ 9.1
児 島  43 0.7 - - -
御 津  78 1.3  98 1.5 △ 20.4
灘 崎   105 1.8  134 2.0 △ 21.6
建 部  81 1.4  100 1.5 △ 19.0
瀬 戸   129 2.2  154 2.3 △ 16.2

 
従業者数計  43 991 100.0 45 058 100.0 △ 2.4

本 庁  30 259 68.8 31 245 69.3 △ 3.2
西 大 寺  3 334 7.6 3 528 7.8 △ 5.5
一 宮   879 2.0  650 1.4 35.2
津 高  1 097 2.5 1 038 2.3 5.7
高 松   671 1.5  737 1.6 △ 9.0
吉 備  1 089 2.5 1 175 2.6 △ 7.3
妹 尾  1 037 2.4  993 2.2 4.4
福 田   767 1.7  922 2.0 △ 16.8
上 道  1 066 2.4 1 065 2.4 0.1
興 除   274 0.6  511 1.1 △ 46.4
足 守   266 0.6  305 0.7 △ 12.8
藤 田  1 048 2.4  605 1.3 73.2
児 島   195 0.4 - - -
御 津   395 0.9  397 0.9 △ 0.5
灘 崎   682 1.6  850 1.9 △ 19.8
建 部   272 0.6  336 0.7 △ 19.0
瀬 戸   660 1.5  701 1.6 △ 5.8

年間商品販売額計 85 992 704 100.0 81 826 670 100.0 5.1
本 庁 61 749 899 71.8 59 282 279 72.4 4.2
西 大 寺 5 984 051 7.0 5 974 249 7.3 0.2
一 宮 1 601 967 1.9 1 094 943 1.3 46.3
津 高 2 152 887 2.5 1 706 229 2.1 26.2
高 松 1 008 293 1.2 1 077 277 1.3 △ 6.4
吉 備 2 055 133 2.4 1 508 712 1.8 36.2
妹 尾 1 998 499 2.3 1 802 015 2.2 10.9
福 田 1 925 550 2.2 1 754 872 2.1 9.7
上 道 2 296 833 2.7 2 719 756 3.3 △ 15.6
興 除  506 656 0.6 468 735 0.6 8.1
足 守  315 896 0.4 357 882 0.4 △ 11.7
藤 田 1 462 861 1.7 1 080 705 1.3 35.4
児 島  278 824 0.3 - - -
御 津  629 712 0.7 556 032 0.7 13.3
灘 崎  946 675 1.1 1 160 320 1.4 △ 18.4
建 部  297 400 0.3 413 131 0.5 △ 28.0
瀬 戸  781 568 0.9 869 533 1.1 △ 10.1

本庁・支所

　本庁･支所別に小売業をみると，卸売業と同様，本庁の集中度が高く，構成比が商業事業所数
67.8％，従業者数68.8％，年間商品販売額71.8％と，全ての構成比で全体の３分の２を越えている｡次い
で西大寺支所が商業事業所数8.1％，従業者数7.6％，年間商品販売額7.0％となっている｡
　支所管内において，事業所数はすべての地域で減少している。一方で，従業者数の増加率は，藤田
支所が73.2％,一宮支所が35.2％と高い伸びを示している。また，年間商品販売額の増加率が高いのは
一宮支所の46.3％である｡
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